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研究成果の概要（和文）：第1子出産1年後の就業率は、25～30％程度であり、その後多くの女性が再就職する。女性の
再就職には、親との同居や近居といった家族的要因のほかに、初職の職種が関連していた。事務職に就いていた人は、
専門的職業や自営業だった人に比べて、再就職しにくい。また販売・サービス職の非正規雇用者として再就職した女性
は、事務職の非正規雇用者として再就職した女性よりも、その後正規雇用者や自営業者になりにくい。以上より、出産
・育児期からの継続的なキャリア形成のルートが限定的であることが、ポスト育児期の女性のワークライフバランスを
困難にしているといえる。

研究成果の概要（英文）：Women’s employment rate one year after the first childbirth is 25 to 30%. Many 
women re-enter the labour market after their children grow older. Family-related factors, such as 
co-residence or proximate residence with parents, as well as occupation of women’s first job after 
graduation are related to the probability of women’s labour force re-entry. Furthermore, women who 
re-enter the labour market as non-regular sales workers are less likely to experience the shift to 
regular or self-employment compared to those who re-enter as non-regular clerical workers. These results 
indicate that women’s work-life-balance during the post-child-rearing years is difficult, because 
continuous career-building pathways throughout women’s life course is very limited in the Japanese 
labour market.
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１．研究開始当初の背景 
 日本では多くの女性が「中断－再就職型」
のライフコースをたどるなか、子どもがある
程度成長した「ポスト育児期」においても、
ワークライフバランスをいかに図るかは多
くの女性にとっての現実的な問題である。し
かしワークライフバランスに関する先行研
究の多くは、子どもが幼い出産・育児期に焦
点を当てるものが多く、ポスト育児期の女性
が直面するワークライフバランスの問題は
看過されがちであった。また使用可能なデー
タも、横断的データにほぼ限定されるなどの
限界があった。本研究の研究代表者は、自身
のこれまでのポスト育児期におけるワーク
ライフバランスに関する研究から、以下の点
を確認している。すなわち、①一時点の働き
方のみではなく、過去からの就業キャリアの
積み重ねが、ポスト育児期のワークライフバ
ランスに関連しうる、②就業キャリアがポス
ト育児期の女性のワークライフバランスに
およぼす影響は、その社会の労働市場の構造
や社会政策体系によって異なりうる。という
２点である。本研究では、研究代表者がこれ
まで取り組んできた、これらのポスト育児期
の女性のワークライフバランスに関する社
会学的研究の知見を発展・展開させ、労働市
場の構造、社会政策体系とその変動と照らし
合わせ、出産・育児期からの就業キャリアの
累積的効果に注目しつつ検討する。 
 
２．研究の目的 
 ポスト育児期の女性のワークライフバラ
ンスがいかにして可能であるかについて、
中・長期的な視点を取り入れて、大規模ミク
ロデータによって明らかにする。とりわけ本
研究では、出産・育児期における女性の就業
キャリアが、その後のポスト育児期における
ワークライフバランスに対していかなるイ
ンパクトを及ぼしうるか、またそのインパク
トはいかなる労働市場、社会的条件のもとで
生起するのかについて明らかにする。これら
を明らかにするため、（1）ポスト育児期に先
立つ、出産・育児期における女性の就業キャ
リアを分析するとともに、（2）出産・育児期
からポスト育児期にかけての、就業キャリア
の累積的効果を検討し、（3）労働市場・社会
政策等のマクロ的要因と、ポスト育児期の女
性のワークライフバランスとの関連を検討
するため、国際比較分析をおこなう、という
3つの研究課題を設定した。 
 
３．研究の方法 
 本研究の日本に関する分析は、同一個人を
継時的に追跡した、全国サンプルによる大規
模ミクロデータを用いる。上記研究課題（1）
および（2）の遂行にあたっては、公益財団
法人家計経済研究所が 1993 年から継続的に
実施している「消費生活に関するパネル調
査」を用いる。このデータセットは、2012 年
度で第 19 回を数え、調査開始時に結婚・お

よび出産・育児期にあった女性たちがポスト
育児期をむかえている。その意味で、本研究
の研究課題を遂行するにあたり、ふさわしい
データセットである。また、国際比較にあた
っては、The International Social Survey 
Programmne (ISSP) 2012 年調査’Family and 
Changing Gender Role IV’を用いる。この
データセットは、37 の国や地域を対象に、ほ
ぼ同一の質問項目が設定されており、異なる
福祉レジームの社会における育児期および
ポスト育児期の女性のワークライフバラン
スを検討することが可能である。 
 
４．研究成果 
（1）ポスト育児期に先立つ、育児期の女性
の就業キャリアについては、以下のことが明
らかになった。第 1子出産 1年後の就業率は、
1940年代生まれから1970年代生まれにかけ
て 25～30％程度で推移し、正規雇用就業率
は 10～15％であり、若い世代においても大
きく変化していない。また、女性の就業率が
趨勢的に上昇するなかで、幼い子どもをもつ
女性の就業率が増加しないのは、国際的に見
ても特異であることも明らかになった。さら
に、1960年代および 1970年代生まれの女性
について、第 1子出産 2年前に就業していた
人が、出産年にも就業を継続しているかどう
かに対して、関連する要因を検討したところ、
第 1子出産 2年前に正規雇用就業していた人、
出産 2 年前の勤務先が官公庁であった人に、
就業を継続している確率が高いことが明ら
かになった。同様に、第 1子出産 1年後に就
業しているかどうかについては、初職（学卒
後初めてついた仕事）が専門・技術職や教員
であった人、出産年に親と同居していた人、
夫が官公庁に勤務していた人は、出産 1年後
に就業している確率が高く、夫の収入が高い
人は就業しない確率が高いという結果が得
られた。 
 すなわち、1960年代、1970年代生まれに
おいても、出産を経た就業率に変化がみられ
ていない。その背景には、日本の労働市場で
出産・育児期にある女性が、働き続けること
のできる職場や仕事が非常に限定的である
ことが関連していると推察される。官公庁と
いう職場、正規雇用という就業形態、また専
門職や教員といった、多くの場合に資格をと
もなうがゆえに、雇用が比較的安定的で、学
校や病院など、家族責任を果たす人に比較的
配慮ある職場で勤務する場合が多いと思わ
れる職種に就く人のみが、出産後も働くこと
ができており、その他の多様な職場・多様な
仕事に就く人の多くは、出産までに仕事を辞
めている。 
 
（2）出産・育児期からポスト育児期にかけ
ての、就業キャリアの累積的効果を検討する
にあたり、女性の再就職行動の分析をおこな
った。第 1子出産年に就業していなかった人
の再就職には、親との居住距離や子ども数と



いった家族的要因のほかに、初職の職種が関
連していた。初職が事務職であった人に比べ
て、専門・技術職や自営業であった人は再就
職する確率が高かった。さらに、非正規雇用
者として再就職する女性が多いことをふま
え、非正規雇用者として再就職したのちの就
業キャリアに関する分析もおこなった。その
結果、非正規雇用者として再就職した女性の
多くがその後何らかの就業形態の変化を経
験しているが、その多くが無職への変化であ
ること、とりわけ無職になりやすいのは、末
子年齢が低い女性であること、また、事務職
の非正規雇用者として再就職した女性に比
べて、販売・サービス職の非正規雇用者とし
て再就職した女性は、正規雇用者や自営業へ
の変化を経験しにくいことが明らかになっ
た。これらの分析結果から、多くの女性が学
卒後に就く事務職という職業は、もともと長
期的なキャリア形成につながる技能を習得
する機会が与えられないことに加え、出産を
経て、再び働けるようなポジション自体が企
業に用意されていないこと、また、非正規で
再就職したのちの、キャリア形成のルートも
限定的であることが示唆された。 
 
（3）労働市場・社会政策等のマクロ的要因
との関連を検討するにあたり、ポスト育児期
の女性の就業行動を国際比較によって検討
した。異なる福祉レジームの 12 の社会（自
由主義的：カナダ、英国、米国、社会民主主
義的：フィンランド、ノルウェー、スウェー
デン、保守主義：オーストリア、フランス、
ドイツ、および東アジア・南ヨーロッパ：日
本、韓国、スペイン）におけるポスト育児期
の女性の就業行動を分析した結果、日本を含
む東アジア・南ヨーロッパ社会では、母親の
就業率は、末子が乳幼児期の段階だけではな
く末子が小学生段階においても、他の福祉レ
ジームの社会に比べて低く、さらに母親が高
学歴か否かにかかわらず就業率が低いとこ
ろに特徴があることが明らかになった。また、
日本を含む東アジア・南ヨーロッパでは、末
子が乳幼児期の母親のパートタイム就業比
率が他の福祉レジームの社会に比べて低く、
パートタイム就業が幼い子どもをもつ母親
を労働市場にとどめる有効な手段になって
いないようだった。こうした分析結果は、日
本を含む東アジア・南ヨーロッパ社会におい
て、社会政策や労働市場の体系が、ケアに関
する家族の責任を緩和する働きを十分に担
っていないことが関連していると推察され
た。 
 
 以上のような分析結果から、ポスト育児期
の女性の就業行動の背景には、日本の内部労
働市場とそこでの人材育成システムが、大き
なインパクトをもっていることが推察され
た。出産・育児期の女性がキャリアを形成す
ることが困難なこと、また出産・育児でいっ
たん退職した女性が、再びキャリアを形成し

ていけるようなポジションが企業に用意さ
れていないことが、ポスト育児期における女
性のキャリア形成を困難にしている。また、
内部労働市場の外で就業機会を見つけざる
をえない場合のキャリア形成のルートも限
定的であった。さらに、そうした労働市場に
おいて女性が就業することと、女性の就業を
支援する社会政策とのミスマッチが、出産・
育児期からポスト育児期にかけての女性の
ワークライフバランスを困難にしていると
考えられる。出産・育児期からの継続的なキ
ャリア形成のルートが限定的であること、継
続的なキャリア形成を支援する社会政策が、
労働市場のあり方に十分対応していないこ
とが、ポスト育児期の女性のワークライフバ
ランスを困難にしているといえる。 
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